
作成基準日:2023年8月31日

◆当資料は情報提供を目的としてセゾン投信株式会社によって作成された販売用資料であり、金融商品取引法に基づ
く開示書類ではありません。◆本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、
将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。
お申込みにあたっては販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身で
ご判断ください。

共 創 仲 間 の 皆 さま へ

委託会社 [ファンドの運用の指図を行います。]

セゾン投信株式会社
金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第349号

加入協会：一般社団法人 投資信託協会
https://www.saison-am.co.jp/

お客さま窓口：03-3988-8668　営業時間 9：00～17：00（土日祝日、年末年始を除く）

　日本株式市場はよい状況が継続しています。年初からの TOPIX と日経平均の上昇率はそれぞれ
23.3% と25.0% となりました。共創日本ファンドの年初来パフォーマンスは22.9% とやや劣後していま
す。業種別で日本株の年初来のパフォーマンスを牽引しているのは鉄鋼、総合商社、銀行、自動車など
です。これらが3割から6割程度の上昇となっています。一方で長期的な展望が明るい IT 関連やバイオ
関連のパフォーマンスは1-2割の上昇に留まりファンドが苦戦する要因となっています。
　8月の当ファンドのパフォーマンスは0.8% の上昇となりました。一方で TOPIX は0.4% の上昇、日経
平均は1.7% の下落でした。8月の業種別パフォーマンスでは海運、石油・石炭、鉱業が上昇しましたが、
精密機器や電気機器は下落しました。ファンドにとってはセクター循環の影響は引き続き逆風でしたが、
銘柄選択効果で凌いでいます。
　ファンドは短期の日本株市場の動向を追いかけるのではなく、長期的な企業価値の成長可能性とそ
の確度を重視して銘柄を厳しく選別しています。すなわち、市況や原油価格や為替に左右されない強
い商品やサービスで世界に拡販できる企業を中核にしたポートフォリオです。わたしたちがオーバーウ
エイトしているバイオや半導体は短期的にはセクター循環の逆風を受けていますが、時間の経過と共
に保有先の利益は大きく拡大していくと考えています。
　2030年には世界の人口は日本の72倍※を超える規模に達する見通しです。世界に通用する商品を
提供すれば、投資先の企業の海外の売上は大きく伸長するでしょう。どのように
海外で戦っていくのか。どうしたら勝てるのか。わたしたちはこのような対話を
投資先と積み上げています。ただし、収益が10倍になるには長い年月が必要です。
短期的な市場動向に一喜一憂しない忍耐力と覚悟を持って、長期に渡る日本を
代表するグローバル企業を保有し続けることが最終的には最善の結果をもたら
すと信じております。

※内閣府 HPより
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【セゾン共創日本ファンド】

ポートフォリオマネージャー　山本 潤



セゾン共創日本ファンド
追加型投信 / 国内 / 株式（分配金再投資専用）

月次運用レポートの開示について
月次運用レポートでの、市場別比率、現金比率、組入比率上位10銘柄、業種別比率等のポートフォリオ状況に関する項目の
開示については、情報を迅速に開示することにより、受益者の権利が侵害される可能性を考慮し、開示を1ヶ月遅れとさせて
いただきます。ご了承の程、何卒よろしくお願いいたします。

【基準価額と純資産総額】（2023年8月31日現在）

1か月 6か月 1年 3年 設定来

0.86% 16.62% 15.20% ー 20.35%

【 騰落率 】（2023年8月31日現在）

市場名 比 率 市場名 比 率

プライム市場 92.65% スタンダード市場 3.18%

グロース市場 0.00% 現金 4.17%

合 計 100％

【 市場別比率 】（2023年7月31日現在）

基 準 価 額

12,035円

純資産総額

35.8億円
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純資産総額
基準価額（信託報酬控除後）

基準価額
（円）

純資産総額
（億円）

基準価額と純資産総額の推移（設定来／月次）

【 業種別比率（11セクター）】（2023年7月31日現在）
No. 業種名 組入比率

1 情報技術 26.73%

2 資本財・サービス 19.84%

3 ヘルスケア 19.15%

4 生活必需品 17.07%

5 素材 6.70%

6 不動産 6.34%

No. 業種名 組入比率

7 一般消費財・サービス 0.00％

8 コミュニケーション・サービス 0.00％

9 エネルギー 0.00％

10 金融 0.00％

11 公益事業 0.00％

合計 100％
（現金比率 4.17%）

作成基準日:2023年8月31日



商 品 解 説 動 画 な どを公 開 中！ 最 新 情 報 をチェック！

8月の市場動向

株　式

8月の株式市場は TOPIX が0.4% の上昇、日経平均は1.7% の下落となりました

米国の長期金利が一時4.3% に上昇するなど、日米金利差の拡大からやや円安傾向となりました。引き続き、低バ
リューのオールドエコノミー関連を物色する流れが継続しました。業種別では、海運、鉱業などが上昇する一方、精
密機器や電気機器セクターは半導体の在庫調整や景気後退への懸念から下落しました。

No. 銘柄名 銘柄コード 上場市場 業種名 組入比率

1 三井不動産 8801 プライム市場 不動産 4.67%

2 東日本旅客鉄道 9020 プライム市場 資本財・サービス 4.66%

3 中外製薬 4519 プライム市場 ヘルスケア 4.64%

4 テルモ 4543 プライム市場 ヘルスケア 4.53%

5 ローム 6963 プライム市場 情報技術 4.45%

6 ロート製薬 4527 プライム市場 生活必需品 4.18%

7 ダイキン工業 6367 プライム市場 資本財・サービス 4.17%

8 村田製作所 6981 プライム市場 情報技術 4.04%

9 エン・ジャパン 4849 プライム市場 資本財・サービス 4.03%

10 伊藤忠テクノソリューションズ 4739 プライム市場 情報技術 4.01%

【 組入上位10銘柄（全銘柄数26）】（2023年7月31日現在）

※セクターは世界産業分類基準（GICS）を基に、Refinitiv から取得したデータに基づいて分類しています。

銘柄紹介

会社名：島津製作所（銘柄コード 7701）

　分析装置であるクロマトグラフィ（LC, liquid chromatography）や質量分析装置（MS, mass spectrometry）な
どの分析製造販売を手掛ける世界的な企業です。分析機器の用途は幅広く、環境汚染物質の分析や食品・薬品や
工業製品の生産管理などに使われます。近年では液体クロマトグラフィと質量分析計を直列させた LC-MS 市場に
後発ながら参入しグローバルシェアを拡大しています。世界では新しいタンパク質の発見が相次いでいますが、背
景には分析機器の進化によりタンパク質の分子構造が決定できるようになったからです。LC-MS をはじめとする同
社の分析機器の用途がアカデミアを超えて創薬分野にも広がりつつあります。
　結果として、過去10年で同社の利益は10倍になり、海外売上比率も過半を超えてきました。今期より北米に開発
拠点を設置するなど、大手製薬メーカー向けの装置の開発を強化していきます。また、消耗品である試薬やカラム
などのアフターマーケットの比率が企業買収の効果もあり徐々に高まっています。今後は収益性の高いアフターマー
ケットの比率も上昇していくことが想定され、同社の収益力がさらに向上すると期待しています。



■投資信託は預金等や保険契約ではありません。また、預金保険の保護対象ではありません。加えて証券会社を通じて購入していない場合には、投資
者保護基金制度が適用されません。■投資元本の保証はありません。投資した資産の価値が減少して購入金額を下回る場合があります。■運用による
損益は、すべてお客さまに帰属します。■投資信託は銘柄ごとに設定された信託報酬等の費用がかかります。■各投資信託のリスク、費用については
投資信託説明書（交付目論見書）に詳しく記載されております。■お取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適
用はありません。

投資信託ご購入時の注意

・特化型運用を行います。
徹底したボトムアップ・リサーチにより長期的に利益が成長する可能性を秘めた企業を厳選します。また、企業との対話を通して企業価値の向上を図
り、さらなる超過リターンの実現を目指します。

・日本企業との対話（エンゲージメント）を行います。
企業とお客さまを結ぶ長期的なパートナーとして、企業理念やビジネスモデルを深く理解することに努めます。また、知財や企業統治の専門家とも協
力しながら、企業統治の高度化と企業価値の向上に貢献することを目指します。

※市場動向やファンドの資金動向によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの特色

◆基準価額の変動要因
当ファンドは、株式に直接投資を行うファンドであり、主として、国内の金融取引所に上場している株式に投資を行います。一般に、株式の価格は、 個々
の企業の活動や業績、市場・経済の状況等を反映して変動するため、当ファンドはその影響を受けます。（「価格変動リスク」）また、当ファンドは、銘柄を
絞り込んだ運用を行うため、市場動向にかかわらず基準価額の変動は相対的に大きくなる可能性があります。（「集中投資リスク」）その他の当ファンド
における基準価額の変動要因としては、「信用リスク」、「流動性リスク」などがあります。したがって、投資元本は保証されているものではなく、一定の投
資成果を保証するものではありません。また、基準価額の下落により投資元本を割り込むことがあります。運用による損益は、すべてお客さまに帰属し
ます。

投資信託に関するリスクについて

◆投資者が直接的に負担する費用
○購入時手数料：ありません。
○信託財産留保額：換金申込受付日の基準価額に0.1％の率を乗じた額が控除されます。

◆投資者が信託財産で間接的に負担する費用
○ 運用管理費用：ファンドの日々の純資産総額に年1.012%（税抜 年0.92%）の率を乗じて得た額とします。
○ その他費用：信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用（有価証券の売買の際に発生する手数料や、有価証券の保管に要する費用等を

含む）、監査報酬（消費税含む）、立替金の利息等が信託財産の中から差し引かれます。なお、当該その他費用については、運用状況により変動するも
のであり、事前に計算方法、上限額等を示すことができません。
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

投資信託に関する費用について

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。

購 入 価 額 購入申込受付日の基準価額
※「自動けいぞく投資契約」に基づく収益分配金の再投資は、計算期間終了日（決算日）の基準価額をもって行います。

換 金 価 額 換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額

信 託 期 間 無期限（設定日：2022年2月1日）

決 算 日 毎年6月10日（休業日の場合は翌営業日）
※初回決算日は2022年6月10日。

収 益 分 配  
毎決算時（毎年6月10日の年1回。休業日の場合はその翌営業日。）に収益分配方針に基づき分配を行います。

・委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。
・当ファンドは、分配金再投資専用とします。収益分配金は、所得税、復興特別所得税および地方税を控除した後、再投資されます。

課 税 関 係 課税上は、株式投資信託として取り扱われます。配当控除の適用があります。益金不算入制度は適用されません。
公募株式投資信託は税法上、「NISA」（少額投資非課税制度）および「ジュニアNISA」（未成年者少額投資非課税制度）の適用対象です。

換 金 制 限 信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求については制限を設ける場合があります。詳細は販売会社までお問い合わせください。

お申込みメモ

■委託会社：セゾン投信株式会社
ファンドの運用指図、目論見書および運用報告書の作成等を行います。

■受託会社：三菱UFJ信託銀行株式会社
ファンド財産の保管・管理・計算等を行います。

■販売会社：セゾン投信株式会社
ファンドの募集の取扱い・販売、目論見書・運用報告書の交付、一部解約の請求の受付、収益分配金、償還金および一部解約金の支払い等を行います。

委託会社、その他の関係法人


